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１．幼児・児童・生徒一人一人に応じた主体的な学びを実現する授業や教育活動の推進
中長期目標

（学校ビジョン）
自己の生き方を探求していく人の育成

　～未来を生き抜く力を育むことを通して～
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目標達成のための方策 経過・達成状況 評価 次年度の改善方策評価項目 評価の具体項目

　　　　　　　　令　和　４　年　度　　　　自　己　評　価　表　　
鳥取県立皆生養護学校

今年度の
重点目標

２．安心・安全、信頼される学校体制の構築

３．分担と協働、意識改革による学校運営

○昨年度、学部や学習グループで一
斉に授業を持たない時間を設定し、
授業づくりに活用することができ
た。
○国語科と算数科については、重点
化した指導内容が生活の中で生かさ
れるように授業を検討し、児童の変
容が見られた。

「学ぶ・人と
関わることが
大好きな子」
を育てるため
の授業づくり

○幼児児童が「学
ぶ・人と関わること
が大好き」と感じら
れる授業を行ってい
る。

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初 評　価　結　果　　　（  2  ）月

〇週一回の学習グループの会について、有効
だったという回答が多く、次年度以降も継続
するとともに、同じ授業を担当する教職員間
で定期的に授業について語る時間を設定す
る。
〇より授業づくりに活かせる有効な授業アン
ケートの実施方法を検討し、次年度も生徒の
自己評価を授業づくりに活かす。

現状 目標（年度末の目指す姿）

〇生徒一人一人の目標を意識して、単元構想
や授業づくりを行うための話し合いが定着し
てきている。今後は、各担当者が作成した年
計や各教科・自立活動それぞれの個別の指導
計画等をファイルを基に照らし合わせ、生徒
の実態に応じたよりよい計画に基づいて授業
づくりができるように、学習グループの時間
を今年度以上に確保し、検討していけるよう
にしたい。

○「個を語る会」などを用いて、生徒の実態を
把握したり共通理解を図る。
○学習や日常生活で生かせるように、「学習グ
ループの会」や「学習グループの打合せ」で、
生徒の目標を日頃から明確にしておく機会を設
定する。
○学部裁量日に、ＩＣＴ活用や授業実践、教材
紹介などができるような研修を設定する。

○昨年度、単一障がい学級・重複障
がい学級Ⅰ型の生徒については、生
徒自身がチャレンジしたいという気
持ちの変容が見られはじめた。生徒
本人または授業者が、授業の目的
「何のためにこの学習を行うか」や
ゴール「何ができるようになるか」
を明確にした授業づくりを行う必要
がある。

生徒一人一人
が「（将来の
ために）やっ
てみたい」
「できた」を
感じる学びの
保障

〇生徒が「やってみ
たい」「できた」と
感じられる授業づく
りを行っている。

〇「何ができるようになるか」を視点に話し
合いができるように、学習グループの会では
個別の指導計画ファイルを持ち寄り、学習計
画の見直しや年計の記録に取り組んだ。個別
の指導計画ファイルの活用により、生徒一人
一人の目標を意識して授業づくりを行うこと
ができた。100％の教職員から肯定的な評価を
得られた。
〇学部裁量日では、生徒一人一人の年計につ
いて、授業で関りの多い教員を２～３人のグ
ループに編成し、複数で記録、修正を行っ
た。これにより、さらに「何ができるように
なるか」を明確にした単元構想を検討するこ
とができた。

A

○生徒一人一人の目
標を意識して、「何
ができるようになる
か」を明確にした単
元構想や授業づくり
を行っている。意欲的に学習

に取り組む力
を育てる授業
の充実

〇学習グループの会の時間を増やし、授業づく
りのための情報共有ができる時間の確保に努め
る。
○生徒との対話に努め、生徒自身が学習に主体
的に取り組めるようにする。
〇授業づくり推進部と連携し、円滑な授業研究
の実施に努め、教職員一人一人が主体的に自ら
の授業力向上に取り組めるようにする。
〇授業づくりに生かせるよう、授業後の生徒ア
ンケートを実施し、生徒の期待感や達成感を数
値化する。

〇週一回の学習グループの会での情報共有
や、授業づくり推進日のグループ協議を通
し、全教職員が「生徒が『やってみたい』
『できた』と感じられる授業づくりを行っ
た」と回答した。
〇授業づくり推進部の取組を通し、66％の教
職員が自分の授業力が向上したと自己評価し
た。グループ協議を学部内でも行うとよいと
複数の教職員が回答した。
〇授業後のアンケートでは、目標達成度につ
いて、実施した授業の95％以上の生徒から肯
定的評価を得た。毎時間アンケートを実施す
ること、結果をタイムリーに授業者に返すこ
とが課題。

A

○「何ができるようになるか」を明
確にして、年間指導計画を作成し
た。学習グループで目標を意識した
単元構想や授業づくりを行う必要が
ある。
○コミュニケーションの手段の一つ
として、ＩＣＴ機器の活用に取り組
んできた。教職員のＩＣＴ機器の活
用能力が向上してきている。

実態把握表の
項目について
の整理、検
討、周知

○学校経営方針の具体的取組の中
で、重点目標に向けた方策として教
務課が実態把握表の整理・作成を担
当することが挙がっている。基本台
帳に実態把握の項目と内容が入力さ
れてはいるが、指導に生かしやすく
するために、整理や検討が必要であ
る。

○実態把握表の項目
が整理され、指導に
活用している。
→【目標変更】
生徒の実態や配慮事
項等を記載する書類
が整理され、指導に
活用している。

○指導に必要な実態把握の項目を精査するた
め、授業づくり推進部や自立活動部と連携して
整理・検討をすすめる。
○整理・検討した項目を活用しやすくするた
め、情報課や自立活動部と連携してデータベー
ス等での運用を図る。

〇活用されにくい実態把握表に替えて、実態
や配慮事項を記載する指導計画等の書類につ
いて、作成時期や参照時期、保管場所等の整
理を図るとともに、活用について各学部の学
習指導要領改訂のペースに応じて提案した。
教職員アンケートでは「幼児児童生徒の実態
や配慮事項に基づいた指導計画等の作成」、
「教務課による指導計画等の作成についての
情報提供や説明、機会の設定」について、い
ずれも「良い」「どちらかと言えば良い」の
回答が90％を超えた。一方、少数ではあるが
「どちらかと言えば悪い」の回答もあったこ
とから、改善の必要性もあると考える。

B

〇改善のポイントとして、提案のタイミング
や共有方法の工夫が考えられる。各資料を活
用するタイミングでの提案を図っていたが、
一つの資料が他の資料作成で参照されること
を見越して、より早いタイミングでの提案が
望ましいと考えられる。そのためにも、いつ
でも誰でも確認できる共有方法が有効と考え
る。今年度は校内サイトの電子掲示板等で共
有資料を提示したが、このことについて十分
に浸透していなかったので、活用できるよう
働きかけていきたい。

幼
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学
部
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〇年間通して教職員間で子どもの姿を話題にし
たり日々授業を検討したりできるよう、５月中
に幼児児童の「学ぶ・人と関わる」姿を可視化
（絵や言葉に）する。
〇上記の姿につながる適切な実態把握や授業づ
くりをするため、授業づくり推進日や学部研修
日の機会に、グループで検討したり指導案を作
成したりする。
○月１回のペースで学部や学習グループ内で授
業を持たない時間を設定し、早めに周知する。

〇前期にイラストで描いた幼児児童の「学
ぶ・人と関わることが大好き」と感じている
姿に向かうために、後期は指導案作成等の機
会に確認しながら授業づくりを行うことがで
きた。
〇学部の目標を意識した授業ができたかとい
う問いに「良い」「どちらかと言えば良い」
と回答した教職員が100％であった。

A

〇来年度も学部内で計画的に授業づくりのた
めの時間を設定する。
〇教職員からは年度初めに子どもの姿を具体
的にイメージしたことが良かったという意見
が多数あった。一方、保護者アンケートでは
「進路指導」の観点で評価が低かった。今後
は、数年後を見通しながら授業づくりをする
ために、学部研修をしたり懇談時に保護者と
将来のイメージを共有したりしていきたい。
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B

○キャリア教育における実践事例や卒業後の
生活に関する事例等、様々な事例や関係機関
から得た情報等を共有する機会を設定する。
○夏季休業中に研修会を計画し、幼児児童生
徒の生き方やつけたい力について検討する。
特に小学部においては、キャリア教育のテー
マに係る重点項目の洗い出しとキャリア教育
に視点を当てた授業実践の推進について重視
する。

進
路
指
導
課

教職員のキャ
リア教育につ
いての見識の
深化と幼児児
童生徒の生き
方や可能性を
模索するため
の実践の蓄積

○キャリア教育に関する基本的な知
識は定着しつつあるが、キャリア教
育の取り組みが十分にできた実感を
持つことができていない教職員もい
る。キャリア教育の視点を持ち、子
どもたちの生き方の模索や可能性の
拡大に向けて、各学部の段階に合わ
せたキャリア教育についての理解や
実践事例の蓄積が必要である。

活
動
の
推
進

人
権
教
育
・
生
徒
指
導
部

○人権感覚を
養い、個人の
価値を尊重
し、他者と協
働する態度の
育成

○生徒指導に
係る校内の状
況の把握と予
防対策の推進

○人権教育に関する教職員研修の
テーマが近年偏りがちになってい
る。教職員の人権感覚を磨いていく
ためにも視野を広げる必要がある。

○教職員は日頃から幼児児童生徒の
丁寧な観察を行っているが、引き続
き積極的に問題行動の未然防止、早
期発見、早期対応や指導の流れを徹
底し、指導を行っていく必要があ
る。

○教職員の近年実施
していないテーマで
の人権教育研修会を
実施し、人権を守る
視点の理解を深めて
いる。

○学部や学習グルー
プの中で幼児・児
童・生徒のその日の
様子が伝わっており
教職員間で連携して
的確な指導がなされ
ている。

〇月に１度の授業づくり推進日には、活発な
話し合いができるようアイスブレイクを行っ
たり、各グループの話し合いの様子を紹介し
たりした。グループによっては、普段話さな
い他学部の教職員とも授業について話を深
め、得るものがあったという意見が聞かれ
た。
〇授業公開は９５％が公開し、事後ミーティ
ングを行った。授業づくりをする上で困って
いることや知りたいことを絞って話し合いを
深めることができた会もあった。
〇一年間の取り組みの中で、授業力（授業へ
の意欲や児童生徒の変容、教材研究等）が向
上したと答えた教職員が７０％を超えた。ま
た評価展望アンケートでは、楽しく有意義な
授業を行うことができたかという質問に、８
６％の教職員が十分できた・ある程度できた
と回答があった。

授
業
づ
く
り
推
進
部

教職員自らが
「やりた
い！」と思え
る授業づくり
に取り組み、
メタ認知を基
に行う授業力
向上

○日々の忙しさに追われたり、自分
の授業に自信が持てなかったりする
教師が多数いる。
○教職員自らが誰かに促されるので
はなく、自分の授業力に向き合って
研鑽等することで、結果幼児児童生
徒にとっても楽しくて有意義な授業
づくりができるような、仕組みづく
りが必要である。

○教職員一人一人が
自分の中にある「楽
しい授業」「有意義
な授業」を目指し、
授業づくりや改善を
グループ討議や授業
公開等を通じて深め
ることで、子どもた
ちにとっても楽しく
て有意義な授業を
行っている。

○メタ認知を測るための自己評価アンケートを
年３回行い、自らの授業力について考える機会
を持つ。
○学部縦割りのグループを作り、自分の授業に
ついて語る・人の授業について聞くことを繰り
返し体験する中で、授業づくりを深める仕組み
を提案する。
○年１回以上の授業公開、事後ミーティングの
機会を作り、有効な意見交換の場を設定する。
○外部講師に継続的な指導を依頼する。

○各学部のキャリア
教育のテーマを意識
し、幼児児童生徒の
生き方や可能性を模
索するための実践を
心がけている。

○各学部の実践事例に基づいたキャリア教育に
関する自主研修会の企画・運営、キャリア教育
と普段の学習との関連づけについて学部への周
知をする。
○各学部ごとのキャリア教育のテーマが分かる
ように、観点別系統表を作成し、教職員と共通
理解を図る。

A

〇今年度の取り組みを行う中で、教職員一人
一人が自分の授業について振り返った。「授
業力をつけたい」「授業について語りたい」
という思いがさらに高まるよう、授業につい
ていろいろな角度から研修する機会や今年度
同様、公開する機会を設け授業力の推進を図
る。

○近年実施していない同和問題をテーマに夏
季休業中に教職員研修を行った。今年度の研
修が自身の人権感覚を磨いたり、人権を守る
視点を深めたりすることにつなげることがで
きたかという質問に対し、８９％の教職員が
できた・ある程度できたと答えた。合わせて
今年度の研修内容がよかったという意見が多
数あった。一方、「教職員の人権感覚に差が
ある」「教職員の人権感覚をさらに磨く必要
がある」「これからもテーマが偏らないよう
研修を組んでほしい」「社会が変化する中
で、新たな差別が生じており、学び続ける必
要がある」等の意見もある。
○年度初めに指導の重点項目を絞り、前期評
価を行った。それをもとに、後期の指導内容
についてそれぞれの実態に応じて再検討を行
い、人権教育参観日を含め指導の充実に努め
た。「育てたい資質・能力を明確にした人権
学習の実施」について、８４％の教職員がで
きた・ある程度できたと答えた。

〇年度初めに生徒指導に関する教職員の研修
の場を設け、問題行動に対しての「指導の流
れ」や指導の徹底を図った。そして日頃から
学習グループで幼児・児童・生徒の様子や生
徒指導に係る情報を共有し指導に生かしてい
くように努めた。
〇幼児児童生徒の日々の様子が共通理解さ
れ、問題行動の未然防止、早期発見、早期対
応等、教職員間で連携して的確な指導ができ
たかという質問に対して８２％の教職員がで
きた・ある程度できたと答えた。一方、「問
題行動に関する事例研修が必要である」、
「問題意識の目や、声に出して確認しあうこ
とが日常的に行えると良い。」等の意見もあ
る。

○研修等を設定し、各学部の取り組み、卒業
生の事例、キャリア教育に関する共通理解を
図った。
○教職員アンケートでは、幼児児童生徒の生
き方や可能性を模索するための実践ができた
と肯定的に評価をする教職員が７９％、でき
なかったと評価する教職員が２１％いた。
○学部ごとのキャリア教育のテーマの共通理
解を図ったが、学部によってはキャリア教育
のテーマに係る重点項目の洗い出しは不十分
である。

○教職員研修のテーマの見直しをする。

○人権教育の年間指導計画の前期評価をもと
に、後期の指導内容を充実させる。

○本校の「いじめ防止基本方針」、「児童虐待
の対応」や問題行動に対しての「指導の流れ」
に関する教職員研修の場を設け周知を図る。
○学校生活アンケートや日頃からの丁寧な観
察、話しやすい関係づくりを心がけ幼児・児
童・生徒理解や生徒指導に係る校内の状況を把
握し、学部や学習グループで共有し、指導につ
なげる。 A

○教職員の人権感覚をさらに磨くよう、社会
の変化を捉えつつ、ここ数年扱っていない
テーマで教職員研修会を持つ。
○今年度の人権教育年間指導計画の評価をも
とに、継続して取り組む項目、達成していな
い項目等確認し、次年度の重点課題ととらえ
て、幼児児童生徒の人権教育をさらに積み重
ねていく。
○「人権としての教育」「人権についての教
育」「人権が尊重される教育」について、各
担当としての取り組みを改めて確認できるよ
う、人権教育全体計画を年度当初に説明する
機会を持つ。

○年度当初の生徒指導に関する教職員研修の
実施や日頃からの学習グループでの情報の共
有ができるようにし、問題行動の未然防止、
早期発見、早期対応がなされるようにしてい
くことに加え、「問題行動に関する事例研
修」を行い全体で考える場を持つ。

安
心
・
安
全
、
信
頼
さ
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保
健
指
導
部

○昨年度の校内情報研修や相談対応
などの取り組みから、教職員のＩＣ
Ｔ機器の操作、活用するための知識
能力は、ある程度身につき、教育活
動や校務についても活かしていこう
とする雰囲気ができてきた。ただ、
活用していくためのベースとなる環
境（機器の管理・情報共有・業務改
善のためのシステム）の面でまだ整
備が必要な部分がある。

○教育活動、校務に
おいてＩＣＴ機器を
十分に有効活用する
ための情報発信・提
案や環境整備（機器
の管理・情報共有・
業務改善のためのシ
ステムの整備等）が
行われ、ＩＣＴ機器
が有効活用されてい
る。

○教職員のニーズ等に応じた、ＩＣＴ活用等に
関する情報を積極的にわかりやすく発信した
り、方法等を提案したりする。
○ＩＣＴ機器を活用しやすい環境整備（機器の
管理・情報共有・業務改善のためのシステムの
整備等）を行う。

〇教育活動、校務においてＩＣＴ機器を有効
活用することができたかという問いに対して
肯定的な回答が８９％だった。記述回答でも
相談対応や校内研修、掲示板等での情報提供
によってＩＣＴを以前より活用することがで
きるようになってきた。」等肯定的な意見が
多く寄せられた。
〇アンケートの回答から、情報教育課からの
働きかけにより、一人一人が試行錯誤等しな
がらよりよい方法を導き出すことで以前より
も有効活用することができるようになってい
ると考える。

専
門
性
を
発
揮
し
た
教
育
活
動
の
展
開

A

安心・安全の
ための取り組
み、根拠のあ
る説明力の向
上

○校内にある各種マニュアルの整備
を昨年までに行い、周知をしている
途中である。
○個々のマニュアル作成をするの
に、医療からの情報とスムーズな動
きの整理が整ってない場合がある
○医療的ケアや緊急対応等に必要な
文書やマニュアルの区別や作成の意
味の周知が整っていない部分もあ
る。

○各種マニュアルを
教職員間で共有し
て、用途に応じて参
考にして対応した
り、保護者に説明し
たりしている。

○校内にある各種マニュアルを整理し、その用
途を整理したり使いやすいように見直したりす
る。
○教職員に対しわかりやすい説明を部員が発信
する機会（終礼、ＤＢ、サイト等）を持ち、周
知を進める。
○医療的ケアや緊急対応等の基本的な動きにつ
いて学校看護師と連携して整理し、校内周知を
行う。

○校内の緊急対応や手順マニュアルの整備を
行い、周知を行った。また、見てすぐに
チェックできるよう必要な箇所に提示した。
また、保護者から質問があった際に、マニュ
アルを参考に考えを整理し説明した教職員も
いた。
〇「各種マニュアルを理解し、聞かれたとき
に説明できるか」という質問に、６１％の教
職員がある程度できた・十分できたに回答し
た。「マニュアル通りにしなくてはならな
い」「間違えてはいけない」と思った教職員
も多かったようだが、マニュアルがどこにあ
るか周知が進んだり、とっさの対応が必要な
際にマニュアルを確認したりしたというアン
ケート回答も多数あった。すべての幼児児童
生徒を、所属学部関係なく教職員で守ろうと
する意識につながったと感じている。

見通しを持っ
た校内支援の
推進

〇環境整備
・必要な時にいつでもスムーズに使うことが
できるような情報機器の管理と整備。
・情報を扱う際の明確なルールづくり。
・ＩＣＴ支援員と教職員を結び付け、ＩＣＴ
をより有効に活用するためのシステムづく
り。
〇授業や校務におけるOffice３６５の活用促
進
・研修、情報提供、相談対応により活用促進
に務める。
・作成した文書等を保存するためのOne drive
（クラウド）の活用。
・TEAMSを使ったビデオ通話、画面共有等の活
用。

情
報
教
育
課

○プールの特
性やプールを
活用した自立
活動の指導内
容、期待され
る効果等の理
解の促進

○コロナの影響でプールを使った学
習活動が３年間中断している。それ
により、プールを活用した自立活動
の指導の意義理解が薄れている。あ
わせて、実際に入水する経験が無い
ことにより、介助・指導の技術の向
上や伝承ができていない。

○プールを活用した
自立活動の指導の学
習計画を作成するた
めに、プールの特性
やプールを活用した
自立活動の指導内
容、期待される効果
等の理解が、年度当
初よりも深まってい
る。

○自立活動の視点でプール学習を考えることが
できるように、校内研修や自立活動通信等を通
して、プール学習を題材にした内容を取り扱
う。
○プールを活用した自立活動について他校の取
り組みを調査したり、県外の研修会に参加した
りする。
○学習グループや学部で、子どもの実態とプー
ルを活用した自立活動の指導目標や指導内容を
検討する機会を設ける。

〇教職員アンケートにおいて、「プールを活
用した自立活動の指導の学習計画を作成する
ために、プールの特性やプールを活用した自
立活動の指導内容、期待される効果等の理解
が、年度当初よりも深まりましたか。」との
質問に対して、回答者全員が「どちらかと言
えばよい（４７％）」「良い（５３％）」と
回答した。
〇自立活動通信のバックナンバーからプール
指導に関わる記事をとりまとめた「よいしょ
プール特別号」を作成した。
〇来年度のプール実施までのスケジュールを
提示し、年度末に入水検討会を実施した。入
水のための情報整理シートを提案し、検討事
項の項目化や校内体制の整備を進めた。

A

　
ＩＣＴ機器の
有効活用の推
進

〇教職員には、経験のないことに対して考え
を深める研修等を実施した。次年度は今年度
の取り組みを深めるために、プール学習の実
施と並行して研修や情報発信をする。
〇自立活動部から提案するチェックリスト、
給食カード、自立活動の記録等にプールの内
容も加わるので、必要な情報が簡潔にまとめ
られるよう、書式や運用の見直し、書き方の
提案等、改善策を模索する。自

立
活
動
部

B

○マニュアルは覚えるのではなく、確かめる
ものという基本に戻り、マニュアル自体を見
やすいよう提示したり、覚えやすくとっさに
行動できるよう整えたり、提示箇所を熟考し
たりする必要がある。

○教育課程の検討や体験入学実施に
向けての担任や学部の動きがわかり
にくく、充実した検討や打ち合わせ
につながらなかった。計画的に見通
しを持って取り組む必要がある。

○教職員が、教育支
援計画の作成、教育
課程の検討、支援会
議や体験入学の実施
に対して、見通しを
持って取り組むこと
ができている。

○進め方の見通しが持てるよう、手順等を整理
して示し、担任や主事と連携をとりながら情報
を共有する。
○日程調整等を早めに行い、余裕を持って進め
られるようにする。

〇職員アンケートにて「教育支援計画の作
成、教育課程の検討、支援会議や体験入学の
実施に対して、見通しを持って取り組むこと
ができたか」という問いに98％の教職員が
「良い」「どちらかといえば良い」と回答し
た。記述回答でも、こまめな情報発信や早め
の日程調整で見通しを持ちやすかったという
意見が複数あった。

A

教
育
相
談
課

〇個別の教育支援計画について、記載の仕方
や合理的配慮の扱いなどについて、他分掌と
も連携しながら検討する。
〇校内体験入学に向けて、保護者への説明や
聞き取りが十分にできるように、教職員への
提案時期や内容を見直す。

さ
れ
る
学
校
体
制
の
構
築



様式２

評価基準　A：十分達成［100～80%］　B：概ね達成〔80～60%程度〕　C：変化の兆し〔60～40%程度〕　D：まだ不十分〔40～30%程度〕　E：目標・方策の見直し〔30%以下〕

教育環境及び
施設・設備の
適切な管理

社
会
参
画
活
動
等
を
と
お
し
た
共
生
社
会
実
現
へ
向

け
た
取
組
の
推
進

○共生社会を
意識した各行
事や交流等の
取組の推進

○地域の公民館等の学校外部と交流
を設定したいがコロナ禍で直接交流
するのが困難な状況にある。

○各行事や交流後
に、保護者または交
流相手から「交流を
通して障がいに対す
る理解が深まった」
「教育活動でどんな
力をつけたいか等が
伝わった」と肯定的
回答や感想が多く寄
せられている。

○行事等では、人数や場所、換気や健康チェッ
ク等の感染防止対策を徹底し、安全に実施でき
るようにする。
○外部との交流においては「障がい理解」「共
生社会」を意識した交流内容や打合せ(動画の活
用等）をする。コロナ禍における適切な交流手
段（オンライン等）を活用する。
○目標の達成度が客観的に把握できるようなア
ンケート項目を作成する。

〇行事（スポレク・ブライト）後の保護者ア
ンケート「教育活動でどんな力をつけたいか
等が伝わったか」に関する回答では「そう思
う」が８３％だった。感想も「チャレンジす
る場面の設定」「個々に合った工夫」等、肯
定的なものが多かった。
〇地域交流の感想については、交流先の各公
民館の方へとったアンケート回答でも「そう
思う」が９６％だった。「オンラインで声や
表情が伝わりにくい」という感想もいただい
たが「子どもたちの笑顔がよかった」「集中
している姿がうれしかった」「先生たちの力
がすごい」「次回は直に会って活動したい」
等の肯定的意見が多く寄せられた。

A

○複数人で予算状況を確認し、決算見込みを
たて、随時教職員へ情報提供していき、計画
的な予算執行に努める。
○予算執行については、必要性を精査し、早
期に事業効果が発揮されるよう計画的な執行
に努める。
○施設修繕については、教育委員会で策定さ
れた長寿命化計画に併せて、学校内で課題を
整理し、優先順位をつけて予算要求をしてい
く。
〇引き続き新型コロナウイルス感染症対策予
算は必要であり、学校運営費予算から効率的
に執行していく。
○通学バスリースについて、他メーカー車両
で早期に納車ができるよう、引き続き契約先
と調整を図っていく。

〇感染症の拡大状況に応じてではあるが、オ
ンラインだけでなく、対面での地域交流を模
索する。
〇交流相手に本校の教育活動や障がい理解を
軸に啓発していくことは引き続き行われるべ
きものであるが、同時に「なぜ交流するか」
「何を発信することに意義があるか」を教職
員集団に説明し、意識を高めて臨むようにす
る。

戦
略
事
業
部

総
務
部

業務の効率化
と平準化の促
進

○掲示板等を活用した情報の一斉共
有、会議設定日の固定化による見通
しある業務の進め方等、業務削減に
つながる取り組みを行った。
○月４５時間、月平均３０時間の時
間外業務を行う教員数は年度初めに
比べ減少したが、解消には至らな
かった。

○教職員が学校全体
の業務削減に主体的
に取り組み、自分に
できることを一つ以
上行っている。

そ
の
他

事
務
部

○毎月の時間外業務の記録と、衛生委員会等か
ら情報収集し、教職員間での業務の偏りや、個
人内で月による業務の偏りがないか把握する。
○学部内業務や、分掌業務等、例年どおりの業
務の見直し、平準化への取り組みについて話し
合う時間を設ける。
○教員でなければならない仕事と、教員でなく
てもよい仕事を洗い出し、ワークセンター等へ
移行できる仕事は移行する。

〇業務削減を意識して自分にできることに一
つ以上取り組むことができたと答えた教職員
が８１％だった。時間外業務については、月
３０時間を超える者は、４月から６月まで月
平均１１人、７月以降は０人の月が多く月平
均１人だった。自分にできることに取り組ん
だ結果であると思われる。
〇時間外業務の多い教職員の業務内容から業
務の偏りを把握した。平準化のために、学部
や個人に返して対応できたことと、分掌の業
務内容の見直し等改善できなかったことがあ
る。
〇今まで教職員がしていた消毒、掲示、文書
配布、行事準備等、ワークセンターに移行し
教員の業務削減につなげることができた。

B

〇教職員の業務の役割や分担を明確化する。
年度途中であっても、課題に対応し平準化へ
の取り組みを進める。
〇教務課、情報教育課等他分掌と役割分担し
ながら業務削減に努め、幼児・児童・生徒理
解や授業準備に時間をかけることができるよ
うにする。
〇衛生委員会で話し合われる内容が、業務改
善につながることが実感できるよう、委員と
協同して取り組んでいく。

○施設・設備の老朽化による修繕の
必要性または安心安全な教育環境の
整備及び特色ある教育活動の支援の
ためにも中長期な計画策定が必要で
ある。

○幼児・児童・生徒
にとってよりよい環
境づくり、生徒を中
心にした教育環境の
充実を図る。
○本来あるべき姿に
近づけられるよう、
幼児・児童・生徒を
中心に活かし、効果
的な予算執行を行
う。
○学校全体の動き
（方向性）を見なが
ら業務に取り組む。
○安全・安心な教育
環境であるよう心が
ける。

○予算状況について随時教職員へ情報提供し、
計画的な予算執行に努める。
〇予算執行については、必要性を精査し、早期
に事業効果が発揮されるよう計画的な執行に努
める。
〇施設修繕については、教育委員会で策定され
た長寿命化計画に併せて、学校内で課題を整理
し、優先順位をつけて予算要求をしていく。
〇新型コロナウイルス感染症対策予算は必要で
あり、別枠予算を含め学校運営費予算から効率
的に執行していく。

○学校運営費予算執行状況について、現在精
査中であり出来次第速やかに教職員へ情報提
供をしていく。
○指導充実事業予算により公式ボッチャシー
トを購入した。
○理科教育設備整備費等補助金により、人体
骨格模型他を購入した。
○管理棟、教室棟に続き、令和５年度予算に
特別教室棟の屋上防水改修及び外壁塗装、
サーバー移設他を予算要求したところ。
○急遽の施設修繕について、適宜臨時要望
し、追加で予算配分され施工済み。（多目的
室照明器具改修他）
○通学バスリース事業で新車両を令和５年４
月１日納車で契約していたが、メーカーのエ
ンジン認証不正問題により納車時期が遅れる
見込み。

B


